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（目的） 

第１条 この告示は、水洗便所の普及を促進することにより、都市環境及び公衆衛生の向

上に資するため、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以下「中国残留邦人支援法」とい

う。）による支援給付を受けている者等が既設の便所を水洗便所に改造する場合に要す

る経費に対し、滝沢市補助金交付規則（昭和３３年滝沢村規則第３４号）及びこの告示

により補助金を交付する必要な事務手続等について定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 水洗便所 汚水管が公共下水道に連結された水洗便所をいう。 

（２） 処理区域 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号に規定する処理

区域をいう。 

（補助金の交付の対象及び額） 

第３条 第１条に規定する経費は、公共下水道の処理区域内にある建築物の所有者又は居

住者で次の各号に掲げる者が既設の便所を水洗便所に改造するための便器、洗浄用具、

排水設備等の設置及びこれに併せて行うその他の排水設備の設置に要する経費とし、こ

れに対する補助金の額は、当該各号に定める額とする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者及び中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付を受けてい

る者 ２４万円の範囲内で上下水道事業管理者の権限を行う市長（以下「管理者権限

を行う市長」という。）が必要と認める額 

（２） 前号に掲げる者に準じるものとして管理者権限を行う市長が特に認める者 １

６万円の範囲内で管理者権限を行う市長が必要と認める額 

（補助金の交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、滝沢市水洗便所設置費補助金交付申請書（様

式第１号）に管理者権限を行う市長が必要と認める書類を添えて管理者権限を行う市長

に提出しなければならない。 

２ 申込者が建築物の所有者と異なる場合は、所有者の承諾書の写しを提出しなければな
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らない。 

（補助金の交付の決定） 

第５条 管理者権限を行う市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る

書類の審査、必要な現地調査等を行い、速やかに補助金の交付又は不交付を決定するも

のとする。 

（決定の通知） 

第６条 管理者権限を行う市長は、補助金の交付又は決定したときは、速やかに滝沢市水

洗便所設置費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者

に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者は、補助事業が完了したときは、速やかに滝沢市水

洗便所設置費補助金請求書（様式第３号）を管理者権限を行う市長に提出しなければな

らない。 

２ 管理者権限を行う市長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに補助金を交付す

るものとする。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、滝沢市水洗便所設置費補助金の交付に関し必要な

事項は、管理者権限を行う市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、下水道事業に地方公営企業法を適用することに伴う関係条例の

整理に関する条例の制定に伴う関係規則の整理に関する規則（平成２７年滝沢市規則第

８号）第２条第４項の規定による廃止前の滝沢市水洗便所設置費補助金交付規則（昭和

５８年滝沢村規則第１２号）の規定に基づきなされた手続、処分その他の行為は、この

告示の相当規定に基づきなされたものとみなす。 

附 則（平成２８年３月２２日上下水道部告示第３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続であって、

この告示の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの告示の施行前にされた申

請等に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 
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３ この告示の施行の際、それぞれの告示に規定する様式による用紙で、現に残存するも

のは、当分の間、所要の改正を加え、なお使用することができる。 

 


